
４ 減損に関する事項
【減損を認識した固定資産】
\ 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所等の概要

用 途 種 類 場 所

{教育学部Ｅ棟
（旧附属教育実践センター）

建物及び建物附属設備 水戸市文京２`１`１

|学生寄宿舎（さくら寮）
旧油縄子宿舎（101`101～304）

建物及び建物附属設備 日立市鮎川町６`９

_ 将来の用途変更を行った日における帳簿価額、回収可能サービス価額

内 訳 帳 簿 価 額 回収可能サービス価額

{教育学部Ｅ棟 18¶125千円 28¶774千円

|学生寄宿舎（さくら寮） 72¶463千円 77¶541千円

（※） 回収可能サービス価額は、正味売却価額を測定しております。正味売却価額は国土交通
省が公表している建設工事費デフレーターを用いて、当該建物の取得時における指数と用途変
更決定時における指数から算出した価額を用いております。

【減損の兆候が認められた固定資産（減損を認識した場合を除く）】
\ 減損の兆候が認められた固定資産の用途等、場所種類、帳簿価額等の概要

区 分 用 途 等 場 所 種 類 帳 簿 価 格

{市場価格の低
下

全学業務用電話
加入権

茨城県水戸市文京２`
１`１ 外

電話加入権 1¶666千円

６ 重要な債務負担行為

件 名 契 約 金 額 平成25年度
支出予定額

物質工学科棟（Ｎ６）トイレ改修工事 11¶235千円 11¶235千円

小平記念ホール（Ｎ４棟）改修工事 53¶550千円 28¶350千円

理学部Ｇ棟改修工事 524¶370千円 258¶795千円

理学部Ｇ棟改修電気設備工事 93¶450千円 46¶446千円

理学部Ｇ棟改修機械設備工事 176¶400千円 92¶925千円

（文京２）講堂耐震改修工事 61¶950千円 61¶950千円

（文京２）図書館改修工事 786¶450千円 730¶138千円

（文京２）図書館改修電気設備工事 131¶250千円 105¶250千円

（文京２）図書館改修機械設備工事 187¶950千円 167¶950千円
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] 認められた減損の兆候の概要
固定資産の使用状況等から減損の兆候は見られないが、市場価格が帳簿価額の50％以上下落し
ており、減損会計基準「二 第１ 減損の兆候」~に該当し、減損の兆候が認められた。

^ 減損を認識するには至らなかった根拠
{ 使用価値相当額（再調達価額）が帳簿価額を上回っているため。

７ 金融商品に関する事項
\ 金融商品の状況
当法人は、資金運用については国立大学法人法第35条により準用する独立行政法人通則法第47

条の規定等に基づき運用するものとし短期的な預金及び公債等に限定している。
未収債権等に係る相手方の信用リスクは、債権管理事務取扱細則に沿ってリスク低減を図って
いる。
資金調達については国立大学法人法第35条に基づき文部科学大臣より認可される資金計画に従
い効率的に行っている。なお、借入金の実績はない。

＜重要な会計方針の変更＞
該当なし。
＜表示方法の変更＞
該当なし。
＜注記事項＞
１ 貸借対照表
運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額 7¶354¶956千円
運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額 437¶207千円

２ キャッシュ・フロー計算書
\ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳「現金及び預金」 3¶045¶527千円
] 重要な非資金取引
無償譲与による資産の取得 149¶228千円

３ 国立大学法人等業務実施コスト計算書
引当外退職給付増加見積額には、国からの出向にかかるものを含んでいる。

６．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国等の財産の無償使用又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法
近隣の地代や物件の貸借料を参考に計算している。

] 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付政府保証債の平成25年３月末利回りを参考に0•560％で計算している。

７．リース取引の会計処理
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっている。
８．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式による。

９．財務諸表及び附属明細書の表示単位
財務諸表及び附属明細書は、千円未満切捨てにより作成している。

] 減損の認識に至った経緯
{ 附属教育実践センターの改編に伴い平成24年度より附属教育実践センター棟を教育学部Ｅ棟
へ用途変更することとしたため、減損を認識しております。

| 平成24年度より油縄子宿舎（101`101～304）を教職員用宿舎から学生寄宿舎（さくら寮）
へ用途変更することとしたため、減損を認識しております。

^ 減損額
回収可能サービス価額が帳簿価格を上回ったため、減損処理を行いませんでした。
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